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証券コード　1999
平成30年９月11日

株 主 各 位
福 岡 県 朝 倉 市 下 渕 4 7 2 番 地
サイタホールディングス株式会社
代表取締役社長 才 田 善 之

第63期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　平成30年７月豪雨により被災されました皆様に対し、心からお見舞い申しあげま
すとともに、一日も早い復興をお祈り申しあげます。
　さて、当社第63期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」をご検
討いただき、お手数ながら同封の委任状用紙に議案に対する賛否をご表示、ご押印のうえ、ご返送く
ださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年９月27日（木曜日）午前10時
２．場 所 福岡県朝倉市下渕472番地

当社２階会議室
３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第63期（平成29年７月１日から平成30年６月30日まで）事業報告、連結計
算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第63期（平成29年７月１日から平成30年６月30日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 監査役２名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件

※議案の概要は、後記「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」（41頁から43頁まで）に
記載のとおりであります。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。

◎事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正すべき事項が生じた場合は、インターネット上の当社
ウェブサイト（http://www.saita-hd.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 1 －

表紙
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成29年 7 月 1 日から
平成30年 6 月30日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　当連結会計年度の事業の状況
　①　事業の経過及びその成果

　　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府や日銀による経済・金融政策等を背景に企業収
益や雇用情勢は改善傾向にありますものの、米国を主体とする貿易摩擦や欧州各国政権の不安
定化、東アジアでの地政学的なリスクの継続等により、景気・経済の先行きは不透明な状況が
続いております。

　　当社グループの主力事業であります建設業界は、公共投資、民間設備投資は堅調に推移して
いるものの、資材価格や労務費の高止まりによる工事収益率の低下や熾烈な受注競争は依然と
して続いており、経営環境は不透明な状況であります。

　　このような状況のもと、当社グループは、経営の二本柱であります建設事業及び砕石事業に
おきましては、新工法の導入や新製品の開発に取り組むとともに積極的な営業活動を推進して
まいりました。また、第三の柱となるべき酒類事業、環境事業におきましても当社グループ経
営に寄与すべく努力を重ねてまいりました。

　　この結果、当連結会計年度の売上高は55億３千２百万円（前連結会計年度比22.5％増）と
なりました。

　　損益面におきましては、売上高の増加及び売上原価率の改善等により、経常利益５億８千７
百万円（前連結会計年度比145.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益３億２千１百万円
（前連結会計年度比138.6％増）となりました。

　　事業部門別の状況は、次のとおりであります。

－ 2 －

事業の経過及びその成果
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【建設事業部門】
　　建設業界は依然として厳しい環境にありますものの、全社一体となって受注活動に努めてま

いりました結果、当連結会計年度の受注高は24億４千７百万円（前連結会計年度比13.3％減）
となりました。

　　受注工事の主なものは、赤谷川緊急復旧（その５）工事、㈲本川牧場伏木育成牧場新築工事
（造成工事）、大野城市御笠川４丁目φ400mm配水管布設工事であります。

　　また、売上高は29億８千万円（前連結会計年度比34.7％増）となりました。
　　当連結会計年度における受注高、売上高及び繰越高は、次のとおりであります。

（単位：千円）

区 分
前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

繰 越 高 受 注 高 売 上 高 繰 越 高

土 木 1,100,863 2,178,917 2,192,569 1,087,211

建 築 527,025 269,056 787,901 8,181

合 計 1,627,889 2,447,974 2,980,471 1,095,392

【砕石事業部門】
　　砕石事業は、建設業界全般が依然として厳しい状況の中、新製品開発に取り組むとともに積

極的な営業活動を展開してまいりました結果、当連結会計年度の売上高は18億４千４百万円
（前連結会計年度比17.7％増）となりました。

【酒類事業部門】
　　酒類事業の当連結会計年度の売上高は２億８千９百万円（前連結会計年度比10.0％増）とな

りました。

【その他事業部門】
　　石油販売事業は、一般の取扱給油所として石油類の販売を行っております。当連結会計年度

の売上高は１億３千３百万円（前連結会計年度比2.7％増）となりました。
　　不動産事業は、株式会社才田組本店才田ビル２階から９階までの31室を賃貸住宅としており

ます。当連結会計年度の賃貸収入は３千１百万円（前連結会計年度比1.6％増）となりました。

－ 3 －

事業の経過及びその成果
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　　太陽光発電事業は、平成25年７月より本格稼働し、当連結会計年度の売上高は５千万円（前
連結会計年度比3.5％減）となりました。

　　環境事業は主に工場排水処理施設の維持管理、警備事業は保安警備等を行っております。当
連結会計年度の売上高は１億８千５百万円（前連結会計年度比25.1％減）となりました。

　②　設備投資の状況
　　当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は、３億３千２百万円であります。その主な

ものは、砕石事業用機械装置１億８千６百万円及び砕石事業用運搬車両４千９百万円でありま
す。

　③　資金調達の状況
　　　特記すべき事項はありません。

⑵　財産及び損益の状況 （単位：千円）

区　　　分 第　60　期
(平成27年6月期)

第　61　期
(平成28年6月期)

第　62　期
(平成29年6月期)

第63期
(当連結会計年度)
(平成30年6月期)

売 上 高 4,406,388 3,986,853 4,516,527 5,532,531

経常利益又は経常損失（△） 128,529 △131,042 239,195 587,791
親会社株主に帰属する当期
純利益又は当期純損失（△） 77,330 △175,104 134,935 321,984
１株当たり当期純利益又は
当期純損失（△） 122円64銭 △277円71銭 214円00銭 510円68銭

総 資 産 5,048,289 4,850,026 5,363,752 6,032,670

純 資 産 2,126,798 1,923,133 2,077,554 2,383,243

１ 株 当 た り 純 資 産 額 3,373円04銭 3,050円04銭 3,294円95銭 3,779円96銭
 

（注）１．１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）は、自己株式を控除した期中平均株式数により、１
株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．平成30年１月１日を効力発生日として普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っており
ます。第60期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり当期純利益又は当期純損
失（△）及び１株当たり純資産額を算定しております。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

－ 4 －

事業の経過及びその成果、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
名 称 資　本　金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

㈱ 才 田 組 100,000千円 100.00％ 土 木 ・ 建 築 請 負

才 田 砕 石 工 業 ㈱ 100,000千円 100.00％ 砕 石 製 品 製 造 ・ 販 売
石 油 商 品 仕 入 ・ 販 売

フエフーズ・ジャパン㈱ 100,000千円 100.00％ 酒類輸入・卸、小売販売

HUE FOODS COMPANY LIMITED 32,637百万VND 100.00％ 酒 類 製 造
SAITA TRADING COMPANY
L I M I T E D 1,000百万VND 100.00％ 酒 類 販 売

㈱ サ イ テ ッ ク ス 55,000千円 100.00％ 工場排水処理施設維持
管 理 及 び 保 安 警 備

㈲ 賀 和 運 送 23,000千円 100.00％ 一 般 貨 物 運 送

立 花 建 設 ㈲ 20,000千円 100.00％ 一 般 土 木 工 事

（注）特定完全子会社に該当する子会社はありません。

－ 5 －

重要な親会社及び子会社の状況
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⑷　対処すべき課題
　わが国経済の今後の見通しにつきましては、政府主導による経済政策や金融政策により、景気
は引き続き回復へと向かうことが期待されるものの、米国を主体とした貿易摩擦や金融引き締め、
各国の地政学的リスク等の懸念材料もあり、景気の先行きは依然として不透明な状況が続くもの
と思われます。
　建設業界におきましては、公共投資、民間設備投資は引き続き堅調に推移するものと思われま
すが、資材費や労務費等の建設コスト高騰もあり、経営環境は依然として厳しい状況が続くもの
と予想されます。
　このような状況を踏まえ、当社グループは、グループ企業が一体となって経営基盤の安定を図
るとともに、建設事業におきましては、新工法の営業強化及び低コスト・施工管理能力・技術提
案力のより一層の向上、砕石事業におきましては、生産効率及び省電力化を追求した製造原価の
低減並びに販路拡大、酒類事業及び環境事業におきましては、営業強化による収益拡大に取り組
み、業績向上に寄与するよう邁進していく所存であります。
　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し
あげます。

⑸　主要な事業内容（平成30年６月30日現在）
　当社グループは、建設事業及び砕石事業を主たる事業とし、他に酒類事業、環境事業、警備事
業、一般貨物運送事業を擁しております。
　株式会社才田組（建設事業）は、福岡県を中心に土木・建築請負業を行っております。
　才田砕石工業株式会社（砕石事業）は、西日本有数の生産設備を有し、砕石製品全般の製造・
販売及び石油販売業を行っております。
　HUE FOODS COMPANY LIMITED（酒類事業）は、ベトナム社会主義共和国において酒類
の製造を行い、製造された商品をSAITA TRADING COMPANY LIMITED（酒類事業）が同国内
において販売を行っております。
　フエフーズ・ジャパン株式会社（酒類事業）は、HUE FOODS COMPANY LIMITEDで製造
された焼酎等の商品の輸入卸及び小売販売を行っております。
　株式会社サイテックス（環境事業・警備事業）は、主に工場排水処理施設の維持管理及び保安
警備等を行っております。
　有限会社賀和運送（一般貨物運送事業）は、最大積載30ｔから軽貨物車両まで各種車両及び重
機等を有し、さまざまな貨物運搬、小規模造成工事、車両整備等を行っております。
　立花建設有限会社（建設事業）は、福岡県小郡市を中心に一般土木事業を行っております。

－ 6 －

対処すべき課題、主要な事業内容
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⑹　主要な営業所及び工場等（平成30年６月30日現在）
サイタホールディングス㈱ 本 店 福岡県朝倉市下渕472番地

㈱ 才 田 組
（ 子 会 社 ）

本 店 福岡市博多区光丘町一丁目２番30号
支 店 福岡県朝倉市下渕472番地

才 田 砕 石 工 業 ㈱
（ 子 会 社 ） 本 店 福岡県朝倉市下渕472番地

フエフーズ・ジャパン㈱
（ 子 会 社 ） 本 店 福岡市博多区光丘町一丁目２番30号

HUE FOODS COMPANY LIMITED
（ 子 会 社 ） 本 店 ベトナム社会主義共和国フエ市ツイスン区ホアイタン４
SAITA TRADING COMPANY
L I M I T E D
（ 子 会 社 ）

本 店 ベトナム社会主義共和国フエ市ツイスン区ホアイタン４

㈱ サ イ テ ッ ク ス
（ 子 会 社 ） 本 店 福岡県朝倉市持丸806番１

㈲ 賀 和 運 送
（ 子 会 社 ） 本 店 福岡県朝倉市下渕1478番地２

立 花 建 設 ㈲
（ 子 会 社 ） 本 店 福岡県小郡市小郡404番地の４

⑺　従業員の状況（平成30年６月30日現在）
①　企業集団の従業員の状況
事 業 セ グ メ ン ト 従　　業　　員　　数 前連結会計年度末比増減

建 設 事 業 48名 3名増
砕 石 事 業 86名 7名増
酒 類 事 業 74名 6名減
そ の 他 の 事 業 39名 3名減

合　　　　　　計 247名 1名増
（注）従業員数は、就業人員であります。

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

16名 　　　　　　　2名増 52.8歳 19.1年
（注）従業員数は、就業人員であります。なお、子会社への出向者４名は含めておりません。

－ 7 －

主要な営業所及び工場等、従業員の状況
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⑻　主要な借入先の状況（平成30年６月30日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 福 岡 銀 行 1,165,645千円
株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 323,804千円
株 式 会 社 筑 邦 銀 行 306,371千円
株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 136,306千円

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　　該当事項はありません。

２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成30年６月30日現在）

①　発行可能株式総数 2,124,000株
②　発行済株式の総数 630,494株（自己株式30,506株を除く）
③　株主数 368名
④　大株主の状況（上位11名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

賀 和 興 産 株 式 会 社 174,050株 27.61％
株 式 会 社 ワ イ エ ス リ ー 160,700株 25.49％
才 田 組 従 業 員 持 株 会 26,522株 4.21％
株 式 会 社 福 岡 銀 行 24,300株 3.85％
米 田 秀 之 18,000株 2.85％
キ ャ タ ピ ラ ー 九 州 株 式 会 社 15,100株 2.39％
株 式 会 社 ア ー ス テ ク ニ カ 10,000株 1.59％
才 田 善 之 9,300株 1.48％
才 田 善 郎 9,000株 1.43％
株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 9,000株 1.43％
株 式 会 社 筑 邦 銀 行 9,000株 1.43％

（注）１．当社は、自己株式（30,506株）を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。
２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

－ 8 －

主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項、株式の状況
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⑤　その他株式に関する重要な事項
　　平成29年９月28日開催の第62期定時株主総会の決議に基づき、平成30年１月１日を効力発

生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行うとともに、単元株式数を1,000
株から100株に変更しております。これにより、発行可能株式総数は21,240,000株から
2,124,000株、発行済株式の総数（自己株式を含む）は6,610,000株から661,000株となって
おります。

　⑵　新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

－ 9 －

株式の状況
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⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（平成30年６月30日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 才 田 善 之

㈱ 才 田 組
才 田 砕 石 工 業 ㈱
フ エ フ ー ズ ・ ジ ャ パ ン ㈱
㈱ サ イ テ ッ ク ス
HUE FOODS COMPANY LIMITED

代 表 取 締 役 社 長
代 表 取 締 役 社 長
代 表 取 締 役 社 長
代 表 取 締 役 社 長
代 表 取 締 役

取 締 役 原 野 繁 實 砕 石 事 業 担 当
取 締 役 鹿 子 生 　 　 　 忠 建 設 事 業 担 当
取 締 役 平 山 繁 之 管 理 本 部 長
取 締 役 藤 　 山 　 征 二 郎 ㈲ 友 加 シ ス テ ム 代 表 取 締 役
常 勤 監 査 役 梯 　 久 男
監 査 役 鈴 川 照 美
監 査 役 森 田 公 一 社 会 福 祉 法 人 恵 徳 会 理 事 長

（注）１．取締役　藤山征二郎氏は、社外取締役であります。
２．監査役　鈴川照美、森田公一の両氏は、社外監査役であります。
３．取締役　藤山征二郎氏、監査役　森田公一氏は、福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。
４．監査役　梯久男氏は、長年にわたり当社管理本部に在籍し、経理・財務業務に携わってきた経験

を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

②　責任限定契約の内容の概要
　　当社は、社外取締役　藤山征二郎氏、監査役　梯久男氏、社外監査役　鈴川照美、森田公一

の両氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を
限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、５百万円又は
法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額としております。

－ 10 －

会社役員に関する事項
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③　取締役及び監査役の報酬等の額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

６名
(２名)

14,899千円
(763千円)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

１名
(－名)

3,712千円
(－千円)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

７名
(２名)

18,611千円
(763千円)

（注）１．取締役の支給人員及び支給額には、平成29年９月28日開催の第62期定時株主総会終結の時をも
って退任した取締役１名を含んでおります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．支給額には、以下のものも含まれております。

当事業年度に係る役員退職慰労金の引当金繰入額
取締役 ６名 2,349千円
監査役 １名 112千円

４．期末現在の監査役の員数は３名ですが、無支給者が２名いるため支給人員と相違しております。
５．上記の他、平成29年９月28日開催の第62期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役に対

し、同株主総会決議に基づき役員退職慰労金を以下のとおり支給しております。
取締役 １名 200千円（うち社外取締役１名　200千円）

６．平成２年５月24日開催の臨時株主総会決議による取締役報酬限度額は年額200,000千円以内、
監査役報酬限度額は年額15,000千円以内であります。

－ 11 －

会社役員に関する事項
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④　社外役員に関する事項
　　ｲ)　重要な兼職先と当社との関係

区　　分 氏 　 　 名 重要な兼職の状況 当社との関係

取 締 役 藤 　 山 　 征 二 郎 有限会社友加システム　代表取締役 特別の関係はありません。

監 査 役 森 田 公 一 社会福祉法人恵徳会　理事長 特別の関係はありません。

　　　　ﾛ)　当事業年度における主な活動状況
区　　分 氏　　名 主な活動状況

取 締 役 藤 　 山 　 征 二 郎
　就任後に開催された取締役会11回のうち10回に出席し、経営者と
しての豊富な経験及び中小企業診断士としての専門知識を活かし、経
営上有用な指摘・意見等の発言を行っております。

監 査 役 鈴 川 照 美
　当事業年度に開催された取締役会15回のうち11回、監査役会6回の
全てに出席し、主に福岡県警察で培われた豊富な経験から、経営上有
用な指摘・意見等の発言を行っております。

監 査 役 森 田 公 一
　当事業年度に開催された取締役会15回のうち11回、監査役会6回の
全てに出席し、主に社会福祉法人恵徳会理事長としての豊富な経験か
ら、経営上有用な指摘・意見等の発言を行っております。

－ 12 －

会社役員に関する事項
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⑷　会計監査人の状況
①　名　　　称　　　　　如水監査法人

②　報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 19,512千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 19,512千円

 
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係
る会計監査人としての報酬等の額には、これらの合計額を記載しております。

 

２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、前
期の監査実績の分析・評価、監査計画の監査時間・配置計画、会計監査人の職務遂行状況、報酬
見積の相当性等を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬額につき、会社法第399条第１項の
同意を行っております。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
ときは、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選
定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ
の理由を報告いたします。また、監査役会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、
監査の適正性及び信頼性が確保できないと認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解
任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

－ 13 －

会計監査人に関する事項
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　⑸　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
　　　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を

確保するための体制についての取締役会決議の内容の概要は、以下のとおりであります。
　　①　当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　　ｲ)　当社の取締役は、「倫理規程」で定める行動規範及び行動指針に基づき、職務の執行を行

う。
　　　ﾛ)　当社の取締役は、取締役相互において、法令及び定款への適合性を監視するとともに、毎

月の取締役会において、それぞれ委嘱された職務の執行状況を報告する。
　　　ﾊ)　当社の取締役は、「内部通報規程」に基づき、通報窓口を設置し、不正行為等の早期発見

と是正、コンプライアンス経営の強化を図る。
 

　　　ﾆ)　当社の取締役は、反社会的勢力からの不当要求等に対しては、弁護士、警察等と連携し、
組織的に対応する。

　　②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　　　　当社の取締役は、「情報資産管理規程」に基づき、当社の取締役会及びその子会社の営業

会議等重要な会議の意思決定に係る情報、当社の代表取締役社長決裁の事項等を記録・保存
するとともに、それらを適切に管理し、必要な関係者が閲覧できる体制を整備する。

　　③　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　　ｲ)　当社の経営に重大な影響を及ぼすリスクを認識し、評価する仕組みを構築・整備する。

 

　　　ﾛ)　当社の経営に重大な影響を及ぼす不測の事態が発生し、又は発生する恐れが生じた場合、
有事の対応を迅速に行うとともに、当社の取締役会を中心として全社的かつ必要であれば、
企業グループとして再発防止策を講じる。

　　④　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　　ｲ)　当社の取締役は、「職務分掌規程」及び「職務権限規程」に基づき、担当部署の分掌事項、

職務権限を明確に把握し、迅速な意思決定が行えるよう必要な施策、相互連携を確保する。
　　　ﾛ)　当社の取締役会付議に係る重要事項については、担当部署で事前審議を行い、論点を整理

したうえで取締役会へ上程することにより、取締役会における意思決定の効率化を図る。
　　⑤　当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　　ｲ)　当社の使用人は、「倫理規程」で定める行動規範及び行動指針に基づき、職務の執行を行

う。
　　　ﾛ)　当社の使用人は、常に法令及び定款への職務の適合性を確認するとともに、「職務権限規

程」で定める権限の範囲内において職務の執行を行う。

－ 14 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
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　　⑥　次に掲げる体制その他の当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制

　　　ｲ)　当社の取締役は、子会社との緊密な連携のもと、企業グループとしての法令等を遵守した
健全で持続的な事業の発展に努める。

　　　ﾛ)　当社の子会社の取締役、業務を執行する社員、会社法第598条第１項の職務を行うべき者
その他これらの者に相当する者の職務の執行に係る事項については、「グループ会社管理規
程」に基づき、当社の担当取締役へ報告を行うとともに、重要案件については事前協議を行
う。

　　　ﾊ)　当社の子会社において、経営に重大な影響を及ぼす不測の事態が発生し、又は発生する恐
れが生じた場合、有事の対応を迅速に行うとともに、当社の担当取締役に報告し、当社の取
締役会を中心として全社的かつ必要であれば、企業グループとして再発防止策を講じる。

　　　ﾆ)　当社の子会社の取締役等は、「職務分掌規程」及び「職務権限規程」に基づき、担当部署
の分掌事項、職務権限を明確に把握し、重要案件については、「グループ会社管理規程」に
基づき、当社の担当取締役と事前に合議を行い、迅速な意思決定が行えるよう必要な施策、
相互連携を図る。

　　　ﾎ)　当社の子会社の取締役及び使用人は、「倫理規程」で定める行動規範及び行動指針に基づ
き、職務の執行を行うこととし、当社の監査役会及び内部監査室において、子会社の内部監
査を実施し、法令及び定款への適合性を監視する。

　　⑦　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項

　　　　　当社の監査役からの要請があれば、必要に応じて当該監査役の業務補助を行うスタッフを
配置する。

　　⑧　前号の使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項
　　　　　当社の監査役より監査業務に必要な命令を受けたスタッフは、その命令に関して、取締役

等の指揮命令を受けないものとする。
　　⑨　次に掲げる体制その他当社の監査役への報告に関する体制
　　　ｲ)　当社の取締役及び使用人は、会社経営及び事業運営上の重要事項、業務執行状況並びに結

果について、社内会議体等を通じて、その内容を監査役に報告する。
　　　ﾛ)　当社の取締役は、会社経営に著しい影響を与える事態が生じた場合、速やかに監査役に報

告する。

－ 15 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
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　　　ﾊ)　当社の子会社の取締役、業務を執行する社員、会社法第598条第１項の職務を行うべき者
その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、当該子会
社の会社経営及び事業運営上の重要事項、業務執行状況並びに結果について、監査役に報告
する。

　　　ﾆ)　上記ｲ)からﾊ)の報告をした者に対し、「内部通報規程」で定める通報者等の保護に基づき、
不利益となる取扱いを行わない。また、当該報告をしたことにより、当該報告者の職場環境
が悪化することのないように適切な措置を講じる。

　　⑩　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　　　　　当社の監査役から下記ｲ)からﾊ)の請求を受けたときは、当該請求に係る費用又は債務が当
該監査役の職務の執行に必要でないことを証明しない限り、これを拒むことはできない。

　　　ｲ)　費用の前払の請求
　　　ﾛ)　支出した費用及び支出の日以後におけるその利息の償還の請求
　　　ﾊ)　負担した債務の債権者に対する弁済（当該債務が弁済期にない場合にあっては、相当の担

保の提供）の請求
　　⑪　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　　ｲ)　当社の監査役は、独立した立場から、当社並びにその子会社の取締役等による業務が適正

に確保されているかを当社の取締役会への出席等を通じて監査する。
　　　ﾛ)　当社の取締役と監査役は、相互の意思疎通を図るため、適宜会合をもつ。
　　　ﾊ)　当社の取締役は、監査役の職務の適切な執行のため、当該監査役との意思疎通､情報収集・

交換が行えるように協力する。
　　　ﾆ)　当社の取締役は、監査役が必要と認めた重要な取引先の調査に協力する。
　　　ﾎ)　当社の取締役は、監査役の職務遂行にあたり、当該監査役が必要と認めた場合､弁護士や会

計監査人等との連携を図れる環境を整備する。

　　　上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
　　①　コンプライアンス体制
　　　ｲ)　「倫理規程」に定める行動規範及び行動指針を当社及び子会社の役員及び使用人に配布又

は社内ホームページに掲載し、周知徹底を図っております。
　　　ﾛ)　「内部通報規程」の主旨、通報の方法、通報者及び個人情報の保護等を当社及び子会社の

役員及び使用人に配布又は社内ホームページに掲載し、周知徹底を図っております。

－ 16 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2018/09/03 8:46:25 / 18407160_サイタホールディングス株式会社_招集通知（Ｃ）

　　②　リスク管理体制
　　　ｲ)　内部監査により、業務プロセスにおけるリスクの洗い出し及びフォローを実施しておりま

す。
　　　ﾛ)　情報の機密性及び可用性を確保、維持するための情報セキュリティに関する行動規範を示

し、情報漏洩等による信用・信頼の喪失を避けることを目的として「情報資産管理規程」を
策定しており、内部監査を通じてその有効性を確認しております。

　　③　取締役及び監査役の職務の執行
　　　ｲ)　当社は、取締役会を原則毎月１回、その他必要に応じて開催するとともに当社代表取締役

及び取締役並びに常勤監査役が子会社の経営会議等に定期的に出席し、月次決算や業務の定
期報告を受け、重要事項の事前協議を行うなど、グループ全体の業務の適正を確保する体制
整備を図っております。

　　　ﾛ)　監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社取締役会、
子会社の経営会議等の重要会議に出席しております。また、適宜、当社代表取締役、内部監
査部門、会計監査人と情報交換を実施しております。

　⑹　会社の支配に関する基本方針
　　　当社では、会社の財務及び事業の方針決定を支配する者のあり方に関する方針については、特

に定めておりません。

（注）１．本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨て、比率は四捨五入により
表示しております。

　　　２．売上高等の記載金額には、消費税等は含まれておりません。

－ 17 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年６月30日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 預 金
受取手形・完成工事未収入金等
未 成 工 事 支 出 金 等
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 ・ 構 築 物
機械・運搬具・工具器具備品
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他

無 形 固 定 資 産
採 石 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
保 険 積 立 金
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

3,348,930
1,885,247
1,178,463

207,302
68,316
12,455

△2,855
2,683,740
1,791,398

312,410
650,562
790,994
13,852
23,578
15,329
12,666
2,663

877,011
282,131
199,804

7,545
105,526
343,334

△61,330

流 動 負 債 3,110,153
支払手形・工事未払金等 706,819
短 期 借 入 金 1,643,492
リ ー ス 債 務 6,878
未 払 費 用 154,981
未 払 法 人 税 等 214,488
未 成 工 事 受 入 金 153,052
工 事 損 失 引 当 金 10,800
賞 与 引 当 金 6,482
そ の 他 213,158

固 定 負 債 539,273
長 期 借 入 金 354,114
リ ー ス 債 務 8,472
退 職 給 付 に 係 る 負 債 132,023
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 34,526
繰 延 税 金 負 債 6,075
そ の 他 4,063

負 債 合 計 3,649,427
純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,402,787
資 本 金 942,950
資 本 剰 余 金 594,558
利 益 剰 余 金 901,063
自 己 株 式 △35,785

その他の包括利益累計額 △19,543
その他有価証券評価差額金 9,099
為 替 換 算 調 整 勘 定 △28,643

純 資 産 合 計 2,383,243
資 産 合 計 6,032,670 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,032,670

－ 18 －

連結貸借対照表



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2018/09/03 8:46:25 / 18407160_サイタホールディングス株式会社_招集通知（Ｃ）

連 結 損 益 計 算 書

(平成29年 7 月 1 日から
平成30年 6 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高
完 成 工 事 高 2,980,471
兼 業 事 業 売 上 高 2,552,060 5,532,531

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 2,365,363
兼 業 事 業 売 上 原 価 1,794,809 4,160,172

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 615,108
兼 業 事 業 総 利 益 757,251 1,372,359

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 822,890
営 業 利 益 549,469

営 業 外 収 益
受 取 利 息 926
受 取 配 当 金 3,067
固 定 資 産 賃 貸 料 39,632
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 9,996
そ の 他 19,522 73,145

営 業 外 費 用
支 払 利 息 20,850
為 替 差 損 5,982
そ の 他 7,990 34,823

経 常 利 益 587,791
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 6,941 6,941
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 4,184
減 損 損 失 18,095
固 定 資 産 売 却 損 263 22,544

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 572,188
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 246,725
法 人 税 等 の 更 正 、 決 定 等 に よ る 納 付
税 額 又 は 還 付 税 額 63
法 人 税 等 調 整 額 3,413

当 期 純 利 益 321,984
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 321,984

－ 19 －
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連結株主資本等変動計算書

(平成29年 7 月 1 日から
平成30年 6 月30日まで)

（単位：千円）
株　　主　　資　　本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 942,950 594,558 597,994 △35,728 2,099,774
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △18,915 △18,915
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 321,984 321,984

自 己 株 式 の 取 得 △56 △56
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 303,069 △56 303,012
当 期 末 残 高 942,950 594,558 901,063 △35,785 2,402,787

その他の包括利益累計額

純 資 産 合 計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 3,026 △25,246 △22,219 2,077,554
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △18,915
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 321,984

自 己 株 式 の 取 得 △56
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 6,072 △3,396 2,676 2,676

当 期 変 動 額 合 計 6,072 △3,396 2,676 305,688
当 期 末 残 高 9,099 △28,643 △19,543 2,383,243

－ 20 －
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項

①　当社の子会社のうち、株式会社才田組、才田砕石工業株式会社、フエフーズ・ジャパン株式会社、株式
会社サイテックス、有限会社賀和運送、立花建設有限会社、HUE FOODS COMPANY LIMITED及び
SAITA TRADING COMPANY LIMITEDの８社を連結しております。

②　非連結子会社の名称等
　　当社の子会社有限会社山本商店は、小規模であり、その総資産額、売上高、当期純損益及び利益剰余金

は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。
⑵　持分法の適用に関する事項

①　当社の関連会社は、朝倉生コンクリート株式会社の１社のみであり、持分法を適用しております。
②　持分法を適用していない非連結子会社は、有限会社山本商店であります。当期純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しており
ます。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　全ての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
⑷　会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法
ｲ）有価証券

その他有価証券の時価のあるものの評価は、決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

その他有価証券の時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっております。
ﾛ）たな卸資産

未成工事支出金は個別法による原価法、石油等に係る商品は先入先出法による原価法、酒類に係る商
品は移動平均法による原価法、製品は売価還元原価法及び貯蔵品は移動平均法による原価法（いずれも
貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
ｲ）有形固定資産（リース資産を除く）

当社の砕石工場に係る有形固定資産
　定額法を採用しております。
当社の砕石工場を除く有形固定資産及び国内連結子会社
　定率法を採用しております。ただし、平成10年4月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）及び平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法によっております。

－ 21 －
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　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 10年～50年
砕石製造設備に係る機械装置 12年
その他の機械装置及び運搬具  2 年～ 8 年

ﾛ）無形固定資産
採石権については、生産高比例法を採用しております。

ﾊ）リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
ｲ）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ﾛ）工事損失引当金
工事の損失に備えるため、損失見込額を計上しております。

ﾊ）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づいて計上しております。

ﾆ）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理に関する事項
　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に当連結会計年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づく簡便法を適用しております。

⑤　完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事につ
いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を
適用しております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんについては、５年間の定額法により償却を行っております。ただし、重要性のないのれんは、取
得時に一括して償却を行っております。

⑦　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
ｲ）消費税等の会計処理

消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。
ﾛ）連結納税制度

連結納税制度を適用しております。

－ 22 －
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２．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 6,087,180千円
⑵　担保に供している資産並びに担保付債務は、次のとおりであります。

（担保資産）
現 金 預 金 101,198千円
建 物 ・ 構 築 物 232,389千円
機 械 ・ 運 搬 具 ・工 具 器 具 備 品 176,509千円
土 地 670,158千円
投 資 有 価 証 券 11,923千円

合　　計 1,192,179千円
（担保付債務）

短 期 借 入 金 1,499,210千円
長 期 借 入 金 485,315千円
(一年以内返済予定長期借入金を含む)

合　　計 1,984,526千円
⑶　債務保証

有限会社山本商店の金融機関からの借入債務に対する保証が8,974千円あります。
⑷　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、
当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計末残高に
含まれております。

受取手形　　　33,947千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数

発行済株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度末株式数

普通株式 661,000株 661,000株

（注）平成30年１月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っておりま
す。当連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して「当連結会計年度期首株式数」を算
定しております。

－ 23 －
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⑵　剰余金の配当に関する事項
①　当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決　議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成29年９月28日
定時株主総会 普通株式 18,915 3 平成29年６月30日 平成29年９月29日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成30年９月27日
定時株主総会 普通株式 25,219 40 平成30年６月30日 平成30年９月28日

（注）平成30年１月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っておりま
す。基準日が平成30年６月30日の１株当たり配当額につきましては、当該株式併合の影響を考慮し
た金額を記載しております。

４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行等金融機関から
の借入によっております。
　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、営業管理規程に沿ってリスク
の低減を図っております。
　なお、連結子会社についても、当社の営業管理規程に準じて同様の管理を行っております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。投資有価証券については、市況や取引先企業との関係を勘案して、保有状況を継続的に見直しておりま
す。
　営業債務である支払手形・工事未払金等は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。
　短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。
　営業債務や短期借入金の流動性リスクは、当社担当部署でグループ会社全体を一括管理することで、手許
流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成30年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。

－ 24 －
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑴　現金預金
⑵　受取手形・完成工事未収入金等
⑶　投資有価証券

資　産　計

1,885,247
1,178,463

123,451
3,187,162

1,885,247
1,178,463

123,451
3,187,162

－
－
－
－

⑷　支払手形・工事未払金等
⑸　短期借入金
⑹　未成工事受入金
⑺　長期借入金

負　債　計

706,819
1,643,492

153,052
354,114

2,857,478

706,819
1,643,492

153,052
352,950

2,856,314

－
－
－

△1,163
△1,163

(注)１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
⑴　現金預金、⑵　受取手形・完成工事未収入金等
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。
⑶　投資有価証券
　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
⑷　支払手形・工事未払金等、⑸　短期借入金、⑹　未成工事受入金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。
⑺　長期借入金
　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非 上 場 株 式 158,679

　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
「⑶　投資有価証券」には含めておりません。

－ 25 －
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５．賃貸等不動産に関する注記
　当社は、福岡市博多区に賃貸用のマンション（土地を含む）を有しております。
　平成30年６月期における当該賃貸用不動産に関する賃貸損益は9,279千円であります。また、当該賃貸用不
動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額（千円）
当連結会計年度末の時価

（千円）
当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

100,312 △4,081 96,230 133,201

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて、自社で算定した金額

であります。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 3,779円96銭
⑵　１株当たり当期純利益 510円68銭

（注）平成30年１月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っておりま
す。当連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して「１株当たり純資産額」及び「１株
当たり当期純利益」を算定しております。

７．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 26 －
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貸　借　対　照　表
（平成30年６月30日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 預 金
売 掛 金
前 払 費 用
未 収 入 金
立 替 金
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
立 木
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
採 石 権
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
従 業 員 に 対 す る 長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
差 入 保 証 金
保 険 積 立 金
長 期 前 払 費 用
会 員 権
そ の 他 投 資 等
貸 倒 引 当 金

805,669
363,876

5,650
1,942

317,910
976

108,819
6,494

3,068,905
1,686,524

205,717
111,190
534,095

5,077
2,608

791,050
23,578
13,206
15,135
12,666
2,469

1,367,245
130,451
861,823

455
4,971

454,921
31,889

210
199,804
14,559
12,002

153,664
△497,507

流 動 負 債 1,826,272
短 期 借 入 金 1,450,000
一年以内返済予定長期借入金 129,098
リ ー ス 債 務 6,184
未 払 金 59,754
未 払 費 用 12,130
未 払 法 人 税 等 165,789
預 り 金 2,852
賞 与 引 当 金 463

固 定 負 債 509,256
長 期 借 入 金 353,028
リ ー ス 債 務 8,472
退 職 給 付 引 当 金 12,648
預 り 敷 金 4,063
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 34,087
債 務 保 証 損 失 引 当 金 52,400
関係会社事業損失引当金 38,481
繰 延 税 金 負 債 6,075

負 債 合 計 2,335,528
純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,529,946
資 本 金 942,950
資 本 剰 余 金 594,558

資 本 準 備 金 235,737
そ の 他 資 本 剰 余 金 358,820

資本準備金減少差益 358,820
利 益 剰 余 金 28,223

そ の 他 利 益 剰 余 金 28,223
繰 越 利 益 剰 余 金 28,223

自 己 株 式 △35,785
評 価 ・ 換 算 差 額 等 9,099

その他有価証券評価差額金 9,099
純 資 産 合 計 1,539,046

資 産 合 計 3,874,575 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,874,575

－ 27 －
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損　益　計　算　書

(平成29年 7 月 1 日から
平成30年 6 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高
不 動 産 事 業 収 入 31,012
発 電 事 業 収 入 50,293
関 係 会 社 経 営 管 理 料 280,590 361,896

売 上 原 価
不 動 産 事 業 原 価 21,732
発 電 事 業 原 価 25,531 47,264

売 上 総 利 益 314,632
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 201,138

営 業 利 益 113,493
営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,616
受 取 配 当 金 3,962
固 定 資 産 賃 貸 料 41,911
債 務 保 証 損 失 引 当 金 戻 入 額 1,398
そ の 他 2,472 53,362

営 業 外 費 用
支 払 利 息 14,736
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 40,386
そ の 他 0 55,122

経 常 利 益 111,732
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 6,058 6,058
特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 263
投 資 有 価 証 券 評 価 損 4,184
関 係 会 社 株 式 評 価 損 15,000
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 27,717 47,166

税 引 前 当 期 純 利 益 70,625
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 57,244
法 人 税 等 の 更 正 、 決 定 等 に よ る 納 付
税 額 又 は 還 付 税 額 △39
法 人 税 等 調 整 額 △2,030
当 期 純 利 益 15,452

－ 28 －
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株主資本等変動計算書

(平成29年 7 月 1 日から
平成30年 6 月30日まで)

（単位：千円）
株　　主　　資　　本

資 本 金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金 資 本

剰 余 金
合 計

そ の 他
利 益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計資 本

準 備 金
減 少 差 益

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 942,950 235,737 358,820 594,558 31,686 31,686
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △18,915 △18,915
当 期 純 利 益 15,452 15,452
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △3,463 △3,463
当 期 末 残 高 942,950 235,737 358,820 594,558 28,223 28,223

株　　主　　資　　本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
その他有価
証 券 評 価
差 額 金

評価・換算
差 額 等
合 計

当 期 首 残 高 △35,728 1,533,467 3,026 3,026 1,536,493
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △18,915 △18,915
当 期 純 利 益 15,452 15,452
自 己 株 式 の 取 得 △56 △56 △56
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 6,072 6,072 6,072

当 期 変 動 額 合 計 △56 △3,520 6,072 6,072 2,552
当 期 末 残 高 △35,785 1,529,946 9,099 9,099 1,539,046

－ 29 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法によっております。

②　その他有価証券
　時価のあるものについては、期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっており、時価のないものについては、移動平均法によ
る原価法によっております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

当社の砕石工場に係る有形固定資産
　定額法を採用しております。
当社の砕石工場を除く有形固定資産
　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
及び平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10年～50年
砕石製造設備に係る機械装置 12年
その他の機械装置及び運搬具  2 年～ 8 年

②　採石権については、生産高比例法によっております。
③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
⑶　引当金の計上基準

①　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準に基づいて計上しております。

③　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

⑤　債務保証損失引当金
　債務保証に係る損失に備えるため、被保証会社の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しており
ます。

⑥　関係会社事業損失引当金
　関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該関係会社の財政状態等を勘案し、必要と認められる額を
計上しております。

－ 30 －
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⑷　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
②　連結納税制度

　連結納税制度を適用しております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 5,789,290千円
⑵　担保に供している資産並びに担保付債務は、次のとおりであります。

（担保資産）
現 金 預 金 101,198千円
建 物 144,010千円
構 築 物 63,519千円
機 械 装 置 148,968千円
土 地 670,158千円
投 資 有 価 証 券 11,923千円

合　　計 1,139,779千円
上記に係る担保付債務額 1,932,126千円

⑶　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
関係会社に対する短期金銭債権 423,276千円
関係会社に対する短期金銭債務 13,053千円

⑷　保証債務
　株式会社才田組の工事契約に係る契約履行保証金130,619千円に対して、再保証を行っております。

－ 31 －
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３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売 上 高 280,590千円
営 業 費 761千円
営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 5,325千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数

自己株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度末株式数

普通株式 30,473株 30,506株

（注）平成30年１月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っておりま
す。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して「当事業年度期首株式数」を算定してお
ります。

－ 32 －
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
退 職 給 付 引 当 金 267千円
貸 倒 引 当 金 損 金 算 入 限 度 超 過 額 150,646千円
債 務 保 証 損 失 引 当 金 15,866千円
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 11,652千円
関 係 会 社 株 式 156,899千円
投 資 有 価 証 券 17,190千円
会 員 権 16,412千円
出 資 金 2,846千円
土 地 5,495千円
立 木 12,109千円
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 10,321千円
未 収 入 金 5,743千円
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 1,666千円
未 払 事 業 税 3,286千円
賞 与 引 当 金 141千円
そ の 他 3,066千円
繰 延 税 金 資 産 （ 小 計 ） 413,614千円
評 価 性 引 当 額 △406,852千円
繰 延 税 金 資 産 （ 合 計 ） 6,761千円

（繰延税金負債）
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △6,342千円
繰 延 税 金 負 債 （ 合 計 ） △6,342千円
繰 延 税 金 資 産 （ 純 額 ） 418千円

６．関連当事者との取引に関する注記
⑴　役員及び個人主要株主等

属 性
会社等の

名称
又は氏名

住所 資本金
(千円)

事 業 の
内 容 又
は 職 業

議 決 権
等 の 所
有（被所
有）割合
(％)

関 係 内 容
取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

役員及
びその
近親者

才田善之 － －
当 社 代
表 取 締
役 社 長

(被所有)
1.48 － － 被債務保証

(注) 136,306 － －

(注)　代表取締役社長才田善之は、㈱日本政策金融公庫からの当社借入に対して債務保証を行っておりま
す。また、当社は同氏へ保証料の支払は行っておりません。

－ 33 －
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⑵　子会社等

属 性 会社等の
名称 住所 資本金 事 業 の

内容

議 決 権
等 の 所
有 割 合
(％)

関 係 内 容
取引の内容

取引金額
(千円)
(注4)

科目 期末残高
(千円)役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

連結
子会社 ㈱才田組 福 岡 市 100,000

千円 建 設 業 直接
100.0

役員
２人

経営管理
経営管理
料の受取
(注1)

107,100 未収
入金 126,892

不動産賃貸
賃貸料の
受取
(注2)

1,308 － －

債務保証 債務保証
(注3) 130,619 － －

連結
子会社

才田砕石
工業㈱

福 岡 県
朝 倉 市

100,000
千円

砕 石 製
造 販 売
等

直接
100.0

役員
２人

経営管理
経営管理
料の受取
(注1)

164,400 未収
入金 159,826

不動産賃貸
賃貸料の
受取
(注2)

139,197 － －

連結
子会社

フエフー
ズ・ジャパ
ン㈱

福 岡 市 100,000
千円

酒 類 輸
入 販 売
業

直接
100.0

役員
１人

経営管理
経営管理
料の受取
(注1)

2,520 未収
入金 963

事業資金の
貸付

資金の貸
付
(注7)

33,000

関係
会社
短期
貸付
金

88,879

関係
会社
長期
貸付
金
(注5)

194,120

受取利息 2,737 － －

連結
子会社

HUE FOODS
COMPANY 
LIMITED

ベ ト ナ
ム

32,637
百万VND

酒 類 製
造 販 売
業

直接
100.0

役員
１人

事業資金の
貸付

債務保証

資金の貸
付
(注7)

20,400

関係
会社
長期
貸付
金
(注6)

251,741

受取利息 173 － －

債務保証
（注8） 52,400 － －

（注）１．経営管理料は「経営管理業務委託契約書」に基づいて決定しております。
２．賃貸料として貸与固定資産の減価償却費相当額を受け取っております。

－ 34 －
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３．㈱才田組の工事契約に係る契約履行保証金に対して、再保証を行っております。なお、保証料は
受領しておりません。

４．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
５．フエフーズ・ジャパン㈱への関係会社長期貸付金に対し、194,120千円の貸倒引当金を計上し

ております。また、当事業年度において、24,277千円の貸倒引当金繰入額（営業外費用）を計
上しております。

６．HUE FOODS COMPANY LIMITEDへの関係会社長期貸付金に対し、251,741千円の貸倒引当
金を計上しております。また、当事業年度において、7,050千円の貸倒引当金繰入額（営業外費
用）、1,398千円の債務保証損失引当金戻入額（営業外収益）、27,717千円の関係会社事業損
失引当金繰入額（特別損失）を計上しております。

７．資金の貸付の金利については、市場金利を勘案して決定しております。
８．HUE FOODS COMPANY LIMITEDのベトナム農業農村銀行及び三菱UFJリース㈱からの借入

に対して債務保証を行っております。なお、保証料は受領しておりません。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,441円02銭
⑵　１株当たり当期純利益 24円51銭

（注）平成30年１月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っておりま
す。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して「１株当たり純資産額」及び「１株当た
り当期純利益」を算定しております。

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 35 －

個別注記表



2018/09/03 8:46:25 / 18407160_サイタホールディングス株式会社_招集通知（Ｃ）

連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年８月23日
サイタホールディングス株式会社

取 締 役 会 御 中
如　水　監　査　法　人
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 尾 拓 也 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 内 田 健 二 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、サイタホールディングス株式会社の平
成29年７月１日から平成30年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。

－ 36 －
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、サイタホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上

－ 37 －
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年８月23日
サイタホールディングス株式会社

取 締 役 会 御 中
如　水　監　査　法　人
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 尾 拓 也 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 内 田 健 二 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、サイタホールディングス株式会
社の平成29年７月１日から平成30年６月30日までの第63期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監
査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

－ 38 －
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上

－ 39 －
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年７月１日から平成30年６月30日までの第63期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監
査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ

か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監

査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施いたしました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査い
たしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監
査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職
務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関す

る事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人如水監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人如水監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
平成30年８月27日

サイタホールディングス株式会社　監査役会
常 勤 監 査 役 梯 　 久 男 ㊞
社 外 監 査 役 鈴 川 照 美 ㊞
社 外 監 査 役 森 田 公 一 ㊞

以　上

－ 40 －

監査役会の監査報告
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

１．議決権の代理行使の勧誘者 サイタホールディングス株式会社
代表取締役社長 才 田 善 之

２．議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件
　第63期の期末配当につきましては、株主の皆様への継続的かつ安定的な配当を実施していくこ
とを基本としつつ、収益状況、財務体質並びに今後の事業展開等を勘案いたしまして、以下のと
おりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項
　(1)　配当財産の種類

金銭といたします。
(2)　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金40円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、25,219,760円となります。

(3)　剰余金の配当が効力を生じる日
平成30年９月28日といたしたいと存じます。

－ 41 －

議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類、利益剰余金処分議案
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第２号議案　監査役２名選任の件
　　　監査役　鈴川照美、森田公一の両氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監

査役２名の選任をお願いするものであります。
　　　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　　　監査役候補者は、次のとおりであります。
　氏　　　　　　　名

( 生 年 月 日) 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る 当 社
の 株 式 数

す ず

鈴
か わ

川
て る

照
み

美
(昭和21年10月29日生)

平成17年 ３月　　　小倉北警察署長
平成18年 ３月　　　警視長昇任
平成18年 ４月　　　三菱電機㈱九州支社顧問
平成22年 ９月　　　当社社外監査役（現任）
平成23年 ４月　　　㈱ワールドインテック常任顧問
平成26年 ３月　　　同社（現：㈱ワールドホールディングス）

監査役

－

も り

森
た

田
こ う

公
い ち

一
(昭和23年１月９日生)

平成 ８年10月　　　老人保健施設若杉の里管理者
平成10年 ８月　　　社会福祉法人恵徳会理事長（現任）
平成22年 ９月　　　当社社外監査役（現任）

－

　　　（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．鈴川照美、森田公一の両氏は、社外監査役候補者であります。
　　なお、当社は森田公一氏を福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、鈴川

照美氏の再任が承認された場合、上記独立役員として届け出る予定であります。
３．社外監査役候補者の選任理由等
　　鈴川照美氏につきましては、福岡県警察で培われたコンプライアンスに関する専門的な知識と

経験を、森田公一氏につきましては、社会福祉法人恵徳会理事長としての豊富な知識と経験を
引き続き当社監査体制に活かしていただくためであります。両氏は会社経営に関与された経験
はありませんが、上記理由により社外監査役として選任をお願いするものであります。

　　なお、両氏の当社社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって８年となります。
４．社外監査役との責任限定契約について
　　当社は、社外監査役として有能な人材を招聘することができるよう、当社定款に基づき、会社

法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する旨の責任限定
契約を鈴川照美、森田公一の両氏の選任が承認された場合、継続する予定であります。当該契
約に基づく損害賠償責任の限度額は、５百万円又は法令の定める最低責任限度額のいずれか高
い額としております。

－ 42 －

監査役選任議案
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第３号議案　補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いする
ものであります。また、候補者からは、監査役が任期中に退任し、法令に定める監査役の員数を
欠く場合に監査役に就任する旨の承諾を得ております。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役の候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当 社

の 株 式 数

ふ な

舟
き

木
ま さ

正
ゆ き

之
(昭和22年10月１日生)

昭和43年 ２月 当社入社
2,100株平成12年10月 砕石事業本部砕石営業部長

平成16年 ８月 当社退社
（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　　２．舟木正之氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
　　　３．舟木正之氏を補欠の社外監査役として選任する理由

舟木正之氏は、過去に会社経営に関与した経験はありませんが、当社の建設事業及び砕石事業に
精通しており、その専門性と経験を活かして社外監査役としての職務を適切に遂行していただけ
るものとして選任をお願いするものであります。

　　　４．舟木正之氏の選任が承認され、同氏が社外監査役に就任された場合、当社は同氏との間で会社法
第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する旨の責任限定契約
を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、５百万円又は法令の定
める最低責任限度額のいずれか高い額としております。

以　上

－ 43 －

補欠監査役選任議案
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株主総会会場ご案内図

会　場　福岡県朝倉市下渕472番地
サイタホールディングス株式会社　２階会議室
ＴＥＬ0946-22-3875

至秋月
「下渕」バス停

「甘木中央」
バス停

サイタホールディングス株式会社　本店

国道386号至
福
岡

至
鳥
栖

至
日
田

至
日
田

九州横断自動車道

甘木鉄道
甘木駅

　西鉄
甘木駅

至久留米
甘木IC

総合市民センター
朝倉警察署

イオン甘木

朝倉生コン

才田砕石工業㈱
ガソリンスタンド

ニチリウ永瀬

才田砕石工業㈱砕石工場

国
道
３
２
２
号

国道386号バイパス

交通のご案内
・九州横断自動車道甘木インターから車で約10分
・甘木鉄道甘木駅、西鉄甘木駅から車で約７分
・「甘木鉄道甘木駅」、「西鉄甘木駅」又は「甘木中央」バス停から

甘木観光バス「秋月」行き乗車、「下渕」バス停下車、徒歩約１分

地図




